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　 ～令和５年度に適用された主なもの～
●個人住民税
・住宅ローン控除の期間延長について
　所得税の住宅ローン控除の適用者について、所得税から控除しきれなかった額を、次の
控除限度額の範囲内で個人住民税から控除します。

※平成26年４月～令和３年12月までの欄の金額は、住宅に係る消費税等の税率が８％又は
10％である場合の金額

●国民健康保険税
・均等割額・平等割額を改定しました。（詳細については45ページ参照）
・負担の上限となる賦課限度額引き上げについて
　後期高齢者支援金等課税額を20万円から22万円に引き上げました。
・低所得世帯への軽減判定基準拡大について
　5割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金額を28万5千円
から29万円に、2割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金額
を52万円から53万5千円に拡大しました。

～令和４年度に適用された主なもの～
●固定資産税及び都市計画税
・土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置の特例　
　　土地に係る固定資産税及び都市計画税の負担調整措置について、令和４年度に限り、商業
　地等に係る課税標準額の上昇幅を評価額の2.5％（現行：５％）としました。
　※負担調整措置：評価替えに伴う税負担の上昇幅が大きくなる場合に、上昇幅を一定範囲に
　抑える措置（Ｐ25参照）
　※住宅用地、農地等については、現行どおりとしました。

●国民健康保険税
・負担の上限となる賦課限度額引き上げについて
　基礎課税額を 63 万円から 65 万円に引き上げました。
　後期高齢者支援金等課税額を 19 万円から 20 万円に引き上げました。
・未就学児への軽減措置について
　子育て世帯への経済的支援を図るため、未就学児の均等割額を5割軽減としました。既に
低所得者の均等割軽減が適用されている場合は、当該軽減後の均等割額を5割軽減します。

第１章　市税とくらし

①市税の収入はいくら？

 

市債
105億2,272万円
7.2%

市 税
521億5,858万円

35.5%

地方交付税
162億2,002万円

11.1%

国・県支出金
370億2,216万円

25.2%

その他
258億7,638万円

17.6%

諸収入
49億6,745万円
3.4%

◆いわき市の収入

◆市税収入の内訳

歳入予算

個人市民税
163億8,057万円

31.4%

法人市民税
36億73万円
6.9%

都市計画税 34億8,049万円 6.8%

事業所税 24億3,170万円 4.7%

市たばこ税 27億7,243万円 5.3%

その他の税 11億757万円 2.0%

固定資産税
223億8,509万円

42.9%

④税制改正等による変更点
　税制改正等による変更点は次のとおりです。

1,467億6,731万円

　市の収入は、市民の皆さんに納めていただく市税を中心とした自主財源と、国や県から市の
仕事に対して支出される国・県支出金、国税の一部から全国の市町村に配分される地方交付税
などの依存財源からなっています。
　いわき市の令和５年度の当初歳入予算は1,467億6,731万円で、そのうち市税は521億5,858
万円と収入全体の35.5％を占め、重要な財源となっています。。居   住   年

控除限度額 所得税の課税総所
得金額等の５％
（最高 97,500 円）

所得税の課税総所
得金額等の７％

（最高 136,500 円）

所得税の課税総所
得金額等の５％
（最高 97,500 円）

平成 26年３月まで 平成 26年４月
～令和３年 12月

令和４年１月
～令和７年 12月
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②市の収入１万円の使いみち

 

歳歳出出予予算算のの内内訳訳

民生費 3,710円

衛生費 1,290 円

土木費 1,210 円

教育費

910 円総務費

公債費

920 円

830 円

農林水
産業費

消防費

410円

360円

100円

260円

その他

商工費

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが
　合計と一致しない場合があります

児童、高齢者、障がい者、生活保護などの福祉の充実、保育所の運営のための費用

ごみ、し尿処理、各種検診や予防接種など保健衛生のための費用

道路・橋の新設整備、住宅建設、公園の整備など都市整備のための費用

小中学校の管理、校舎、体育館等の新増築などの教育・文化の振興のための費用

戸籍、住民登録などの仕事、市役所の管理運営のための費用

市債の償還、利子などの支払いのための費用

農業、水産業、林業振興奨励のための費用

消防、水防、災害対策のための費用

商工業、観光振興のための費用　

災害復旧費、市議会の運営などのための
費用、労働福祉事業などのための費用

③いわき市の税体系 

市

税

市 民 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

軽   自   動   車   税

入 湯 税

都 市 計 画 税

事 業 所 税

………

普 通 税

………

………

………

………

………

………

………

………

目 的 税

国民健康保険税

P 5

P24

P35

P41

P41

P42

P42

P43

P44

　市民の皆さんに納めていただいた市税がどのように活用されているか、市の収入の総額を
１万円に換算して表しました。

　市税とは、市に納める税金の総称です。これに対して、国に納める税金を国税、県に納める
税金を県税といいます。
　現在、市民の皆さんに納めていただいている市税には、次のものがあります。

民生費
544億
  6,086万円

消防費
53億1,727万円

農林水産業費
60億2,767万円

商工費
38億8,982万円

その他
14億2,611万円

公債費
121億
7,862万円

総務費
133億
1,954万円

教育費
135億
7,057万円

土木費
176億
9,940万円

衛生費
188億
   7,745万円

　普通税は、納められた税金の
使いみちが特定されず、どのよ
うな事業の費用にもあてるこ
とができる税金です。

　目的税は、納めら
れた税金の使いみち
が特定されている税
金です。

 

 

歳出予算
1,467億
6,731万円
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